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研究成果の概要（和文）：政策過程において政治と行政を担う代表者と行政官の自由裁量について、その双方を
担うカンボジアの評議員の意識の分析から、政策決定の政治でのフリーハンドと政策実施の行政でのフリーハン
ドとの構造的な違いを示した。
また、地域規模がもたらす所与の民主政の特徴を示す政府民主政尺度及び所与の規模の民主政と関連する消防団
に関わる従属変数などの分析により、日本における中央、地方の政府の特徴を所与の地域規模がもたらす代表性
と応答性のバランスを表す政府民主政尺度によって明らかにできることを示した。同時に、民主政の代表性と応
答性の対抗関係の基盤が、行政の自由裁量を根拠づける構造について理論的に示した。

研究成果の概要（英文）：This research showed the structural difference between freehand in policy 
decisions by the politicians and freehand in policy implementation by bureaucrats.  
Also, through analysis of dependent variables on government democracy scale, including those related
 to volunteer fire brigades, it showed that the scale of government democracy, which shows the 
balance between representativeness and responsiveness, can explain the features of national and 
local governments in Japan.  At the same time, it theoretically showed the structure where the 
balance between representativeness and responsiveness supports discretion by executive branch.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
民主主義は代表者を通じて人々の意見を実現する代表性と国民、住民から表明された意見への応答を通じて人々
の意見を実現する応答性をその要素として持つ。これらの要素の影響の大きさが、一つの政府の人口の規模の大
きさと人口密度の逆数であり、人一人当たりの面積の大きさを示す地域密度と関連することを示すことにより、
我が国における政府の制度の在り方、また、そこにおける行政の自由裁量の在り方を考える縁を提供した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
「行政の自律的な裁量行為の自由度は、どのように根拠づけられるのか」。 
行政は政冶の枠内で行動すべきとして、行政の統制が注目されることが多いが、我が国の実
態では、行政が政冶の統制下で行動しない時もあり、自律的裁量が不可欠な時さえある。殊に、
中央より地方の行政においてその必要は大きい。しかし、官僚制の集団作業における階統型組
織のどこでどのような行政裁量、もしくは越権行為がありうるかを、先行研究が明確にしてき
たわけではなかった。 
 一般的には行政は政冶の定める枠内で行動すべきものであり、行政での努力の多くは、行政
を統制するのに費やされている。しかし、我が国の行政の実態は、行政が必ずしも政冶の統制
下でのみ行動しているとは限らず、越権にもつながりかねない行政の裁量行為の事案も見られ
る。もちろん、中央政府であれば、政令、省令、告示等への委任等、地方政府であれば、規則、
告示等への委任等、法令の枠内で行政に判断が任される場合や、行政の責任において行われる
強制力を持たない行政指導など、従来から行政の裁量の幅の問題などは整理されてきている。
しかしながら、予期される規模を超える災害、新しい疾病等への緊急の対応を要請される事態
での予算の予備費流用の可能性や、地方においては中央政府の法令枠内に止まる限り、行政が
政冶の統制を受けない分野が存在するのではないかと思える場面もある。それらの多様な行政
の行動を広く自律的自由裁量と捉えるなら、そのような行政の自律的な裁量行為の自由度がど
のように根拠づけられるのかは、現在明確にされているとは言いがたい。日本の行政に関心を
持つ海外の発展途上国がある中で、日本の行政裁量の特徴を理論的、実証的に明らかにするの
は急務であった。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の研究目的は、民主主義の代表性と応答性に注目しつつ、行政の自律的な裁量行為に
おける自由度がどのように根拠づけられるかを、民主主義の規模に関わる新たな視角から明ら
かにすることである。研究の背景にあるのは、政府規模と府県政参加についての広域政府の民
主性に関する野田による一連の研究であり、このための申請時点で目指した検証仮説は、「国、
広域自治体、基礎自治体などの領域規模の違いによって、行政の自律的な裁量の自由度が異な
る」である。 
 
３．研究の方法 
 
 研究の方向としては、概ね２つの方向を挙げることができる。 
 一つは、カンボジアの基礎自治体であるサンガット及びコミューンにおいては、直接選挙で
選ばれた評議員が代表者と行政官の役割を兼ねて、直接に住民に対して政策実施を行っている
が、このカンボジアのコミューン・サンカットの評議員の立ち位置を、彼らのフリーハンドに
注目して捉えようと試みたものである。評議員で構成される評議会は法律で最小の地方自治体
とされており、選挙で選ばれる評議員は行政官であると同時にいわば議員でもある。彼らへの
アンケート調査から、自由裁量に関わる意識を分析することで、政治行政を担う者の自由裁量
を政治と行政のそれぞれを担う行動者の違いから見るだけではなく、政策形成でのフリーハン
ドと政治実施でのフリーハンドとの構造的な違いから検討した。 
 もう一つは、地域規模がもたらす所与の民主政の特徴を捉えるために、代表度指標と応答度
指標を合わせて、地域の規模からの民主政の所与の特徴を一つの尺度で表す政府民主政尺度を
新たに作成しようというものである。代表度指標は、当該政府が立脚する地域の人の多さが代
表性の基盤をなし、実際の支持の多さではなく、その地域の人が多いほど所与の代表度が高い
代表型民主政府を指す。他方、当該政府が立脚する人の重さ、つまり一人当たりの地域の広さ
が応答性の基盤をなし、一人当たりの地域が広いほど当該政府の対応において一人の比重が重
く応答度が高い応答型民主政府を指す。 
 具体的には、平成 28 年度においては、日本との比較の対象とするカンボジアについては、平
成 28 年７月から 8月にかけ現地での調査を行った。その内容としては、同国におけるもっとも
小さな地方公共団体であり、その議員を住民の選挙で選ぶ最少の民主主義の単位であるコミュ
ーンに焦点を当て、コンポンチャム及びカンダルの２つの州において、現地調査を行った。 
 また、民主主義を測る尺度とともに、民主主義を実現するための政策主体の範囲を検討した。
俎上に上る尺度としては、投票率のほか、民主的な判断をくだすための政策情報の多さを示す
ものとして、情報公開の程度や市民参加のための懇談会の開催回数、民主的な運営がなされて
いることを市民が感じた結果としての市民満足度などがあげられる。 
 また、行政の自由裁量を検討する前提として、行政の応答性の基礎となる政策の地域要因を、
行政区画を超えた連携に注目してその実状を調査した。一つは、三河、遠州、南信州にまたが
る三遠南信の広域連携について、観光、シルバー人材、医療政策を中心に、もう一つは、以前
に首都機能移転の議論もあったいわゆる畿央の広域地域について、伊賀市、亀山市および三重
県庁の広域的な政策展開をリサーチした。具体的には、平成 28年度は，愛知県，静岡県，長野
県の県境域である三遠南信地域を事例とし，地方政府や広域連携組織におけるヒアリングや基



礎資料の入手に着手した。くわえて，広域自治体や基礎自治体における行政の自律的裁量の一
端を理解するため，三重県庁と県内自治体関係者にヒアリング調査を実施した。三遠南信地域
においては，周辺の関係アクターである一部事務組合や広域連合，公益法人などに対して，基
礎自治体による政策実現に関連する取組に関して調査した。 
 平成 29年度において実施した研究活動の内、最も大きなものは、平成 29 年年 8月 27日から
9 月 2 日にかけて、カンボジア王国のカンポン・トム州、カンポン・チャム州及びシェム・リ
アップ州において、それぞれ２つのコミューン、サンガット（カンボジアおける地方自治の基
礎となる最少単位の地方自治体）において実施した、これらコミューン、サンガットの評議員
（公選の議員であり、同時に行政の担い手としての実施部門を兼ねる）に対するアンケート調
査の実施である。カンボジアにおけるこの種の調査は、アンケート或いはインタビューといっ
た調査に対する慣れがなく、調査への協力の確保が困難であるとともに、調査対象となる議員
の氏名、住所等が公表されておらず、そもそも、調査対象が把握できないという困難が存在し、
また、英語等の外国語がほとんど通用しないことから、クメール語に頼らざるを得ず、これへ
の翻訳の正確性の確保にも難しさが存在する。本件調査については、上子がこれまでのカンボ
ジアでの JICA の地方分権への協力プロジェクトに係わった経緯から、カンボジア内務省の協力
を得て、十分な調査結果を得ることができた。また、JICA 案件にも関わり、調査内容を十分に
理解する現地プノンペン大学 Rosa 講師の協力を得ることにより、言語上の問題をクリアーした。 
 本件調査は主に村山（晧）により立案され、カンボジア王国政府内務省の協力を得て、そこ
より入手した情報を利用して、調査対象の選定を行い、現地の調査業務支援を行う会社に現地
語（クメール語）へ翻訳の上、内務省よりの協力依頼とともに郵送した。その後、村山（晧）、
上子が現地に赴き、調査対象の一部に対するヒアリングを行いつつ回収作業を行った。 
 平成 30 年度の主な研究活動としては、10 月後半にカンボジアでの現地調査を実施した。こ
れは、前回の平成 29 年 7 月 28 日～8 月 4 日のカンボジアでの調査において、注目すべき対象
と知ったシェムリアップ州のイアン・コンミューンに関し、2018 年 7月にカンボジアで実施さ
れた総選挙の選挙後の評議員の動向と地方自治体の行政での変化を確認するものであった。加
えて、まとめの年度として、政府民主政尺度の作成に関する理論的考察と我が国のデータ、殊
に、中部フロックにおける消防団及び避難所に関するデータによるその尺度の検証を行い最終
的な結論の取りまとめを行った。 
 
４．研究成果 
 
 まず、カンボジアの評議員の意識調査による成果が挙げられる。代表者と行政官の役割を兼
ねて、直接に住民に対して政策実施を行っているカンボジアのコミューン・サンカットの評議
員の立ち位置を、彼らのフリーハンドに注目して捉えようと試みたものである。評議員で構成
される評議会は法律で最小の地方自治体とされているコミューン及びサンガットに置かれてい
る。選挙で選ばれる評議員は行政官であると同時にいわば議員でもある。彼らへのアンケート
調査から、自由裁量に関わる意識を分析することで、政治行政を担う者の自由裁量を政治と行
政のそれぞれを担う行動者の違いから見るだけではなく、政策形成でのフリーハンドと政治実
施でのフリーハンドとの構造的な違いから検討したものである。村山皓「政治行政過程での政
策形成と政策実施における自由裁量－カンボジアの基礎自治体の選挙で選ばれた評議員の立ち
位置を手がかりに－」（立命館大学『政策科学』第 25 巻第 2号）において、政策過程において
政治と行政を担う代表者と行政官の自由裁量について、その双方を担うカンボジアの評議員の
意識の分析から、政策決定の政治でのフリーハンドと政策実施の行政でのフリーハンドとの構
造的な違いを示した。代表性の直接的な責任ゆえに、行政における官僚制での制約からの逸脱
の自由裁量として、政策実施についてのフリーハンドは使われる。一方、応答性の間接的な責
任ゆえに、政治における民主制での制約からの逸脱の自由裁量として、政策決定についてのフ
リーハンドは使われることを示した。 
 これらを踏まえて、村山皓・村山徹「地域規模による民主政の所与の特徴と行政の自由裁量」
（立命館大学『政策科学』第 26 巻第 2号）において、本研究の成果をまとめた。これは、地域
の人口と地域密度（本稿では人口密度の逆数をこのように呼ぶ）の所与の地域規模の尺度で、
代表型政府と応答型政府を区別できる所与の地域政府民主政の特徴を測れるとの着想に基づい
ている。人々に対する政府（政治行政）機構に基点をおいたこの尺度は、政府にとっての代表
度の「多さ」と応答度の「重さ」を区別するものである。代表性と応答性を対比できることは、
政治における民主制の制約からの逸脱による自由裁量の可能性と、行政における官僚制の制約
からの逸脱による自由裁量の可能性より、自由裁量を根拠づける理論的枠組みとしてカンボジ
アに関する調査研究において示したものである。地域規模がもたらす所与の民主政の特徴を示
す政府民主政尺度は、プラスで数値が高いほど代表性が強い代表型民主政府を指し、マイナス
で数値が低いほど応答性が強い応答型民主政府を指す。この尺度と所与の規模の民主政と関連
する消防団に関わる従属変数などの分析により、日本の国、都道府県、政令指定市、東京 23 区、
中核市、一般市、町村のカテゴリーの政府の民主政の特徴を、所与の地域規模がもたらす代表
性と応答性のバランスを表す政府民主政尺度によって明らかにできることを示した。同時に、
民主政の代表性と応答性の対抗関係の基盤が、行政の自由裁量を根拠づける構造について理論
的に示した。また、行政の自由裁量には、都道府県政府が国の政府よりも裁量行使の可能性が



ある半面、基礎自治体よりも裁量行使の可能性が少ないことを代表性民主主義と応答性民主主
義の対（つい）の構造から説明できることを示した。 
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